
事務事業評価の評価結果について（平成28年度の事業に対する評価）

総務部 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成29年
度以降の事
業の方向性

所見

総務課
総務事務
関係事業

　法令を遵守し、庁内の適正な
事務処理体制を確立します。
　また、他の執行機関との連絡
を密にし、各種の調整を行いま
す。

必要経費の削
減

　効率化を図る一つの指
標として、経費の削減に
努めます。

　必要経費の削減
　消耗品における必要経
費の削減に努めることが
できました。

4

　市議会との課題の共有
化、事業進捗状況の報告
等の面から、市議会への
積極的な資料の送付に努
めました。

現状維持

　事務処理の適正化に努
め、各執行機関との円滑
な連絡調整を図っていき
ます。

総務課
住居表示
整理事業

　市民にとって分かりやすい住
所を表示するため、住居表示実
施地区内において、建物その他
の工作物の建築に応じて住居番
号を付定します。

分かりやすい
住みよいまち
づくり

　住居番号の付定によ
り、わかりやすい住みよ
いまちづくりを指標とし
ます。

　建築物件の早期把
握と迅速な現地調査

　定期的に建築計画概要
書を閲覧し、対象物件の
把握に努めることができ
ました。

4

　建築確認申請等に基づ
き現地調査を行い、迅速
な対応で住居番号の付定
及び台帳の適正な管理に
努めました。

現状維持

　建築確認申請等に基づ
き現地調査を行い、迅速
な対応で住居番号の付定
及び台帳の適正な管理に
努める。

総務課
統計調査
事業

　統計データを必要とする者に
対し、情報の提供を行います。
　着実な統計調査を行うための
体制を確保します。

質の高い調査
員の確保

　基幹統計調査を実施す
るにあたり、調査員の人
数の確保及び質の向上が
不可欠であることから、
質の高い調査員の確保を
指標とします。

　質の高い調査員の
確保

　基幹統計調査の実施に
必要な調査員を確保し、
支障なく調査を実施しま
した。

4

　統計法に基づき精度の
高い着実な統計調査をす
るための調査員を確保す
ることができました。

現状維持

　統計データを必要とす
る者に対し、容易に情報
を提供できるような環境
の整備に努めます。
　着実な統計調査を行う
ための体制を確保しま
す。

総務課
基幹統計
調査事業

　基幹統計において、調査客体
を的確に把握し調査を行いま
す。

基幹統計調査
の実施

　法定受託事務である基
幹統計調査の着実な実施
を指標とします。

　基幹統計調査の実
施

　基幹統計調査を着実に
実施しました。

4

　学校基本調査及び経済
センサス活動調査におい
て高い精度を確保するよ
う努めました。

現状維持
　毎年度の各種統計調査
において、着実な調査の
実施に努めます。

総務課

情報公
開・個人
情報保護
事業

　市民等からの開示請求に基づ
き公文書を開示するほか、イン
ターネット等を通じて行政資料
を広く提供することで、市民の
市政への参画を促します。

開示請求にお
ける開示決定
までの平均日
数

　津市情報公開条例で
は、「開示請求があった
日から起算して１５日以
内」に開示決定等を行う
こととしていますが、市
民サービス向上の観点か
ら、開示決定等に要する
平均日数を指標としま
す。

9日 9.5日

　開示決定等に要する日
数は目標を下回る結果と
なった。
　主な要因は処理件数が
大量であることに加え開
示請求の大部分を占める
工事等担当部局担当者の
事務量の増加も考えられ
る。

4

　個人情報に配慮しつ
つ、積極的な情報開示に
努めることにより、開か
れた行政を推進すること
ができました。

現状維持
　開示請求者の求めに応
じた積極的な開示に努め
ます。

総務課
文書管理
事務事業

　市民等から郵便等によって到
達した文書を収受し、迅速に担
当課へ配布するとともに、担当
課から市民等への郵送文書の発
送を総括します。
　また、収受から廃棄に至るま
で一連の文書の管理にかかる庁
内の総合調整を図ります。

文書管理シス
テムにおける
電子決裁率

　紙資源の削減、保管場
所の縮小、事務の効率化
を図る観点から、文書管
理システムにおける電子
決裁率を指標とします。

15% 5%

　グループウェアの高機
能化により、供覧文書の
処理は文書管理システム
からグループウェアに移
行している傾向にあり、
文書管理システムにおけ
る電子決裁率の実績が低
下しているのが現状です
が、電子決裁が可能な文
書について更なる周知を
図り利用促進に努めま
す。

3

　円滑な文書の収受、発
送、管理に係る庁内の総
合調整に努めました。文
書管理システムにおける
電子決裁率については、
グループウェアの高機能
化に伴い、供覧文書の取
扱いが文書管理システム
からグループウェアへ移
行していることによるこ
とが要因であると考えら
れます。決裁行為を要す
る文書につきましては、
更なる周知を図り今後と
も利用促進に努めます。

現状維持

　今後においても庁内の
総合調整とともに文書管
理システムの利用促進に
努めていきます。

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成28年度） 事業の評価
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法務室

固定資産
評価審査
委員会関
係事業

　固定資産評価審査委員会は、
固定資産税の納税者からの固定
資産課税台帳に登録された価格
に対する不服
を審査決定するために設置され
た機関です。独立した機関であ
る本委員会に固定資産の価格に
対する審査を担わせ、中立的な
立場で公正に審査を行うことに
より、固定資産の価格の客観的
合理性を担保し、納税者の権利
を保護することを目的としてい
ます。

審査決定に対
する取消訴訟
提起件数

　納税者の不服が解消さ
れたかどうかの判断材料
として、審査決定に対す
る取消訴訟提起件数を指
標とします。

0件 1件
　平成２７年度の審査申
出案件について取消訴訟
が提起されたものです。

3

　当事業は、固定資産の
評価の客観的合理性を担
保し、納税者の権利を保
護するものです。
　平成２８年度は新たな
審査申出案件がありませ
んでしたが、継続案件の
審査を行い、審査申出の
内容を十分把握し、適正
な処理に努めることがで
きました。
　平成２７年度の審査申
出案件について提起され
た取消訴訟については、
訴訟の中で委員会が行っ
た決定が適正であったこ
とを主張していきます。

現状維持
　今後も、審査申出に対
し適正かつ迅速な処理に
努めます。

法務室
例規、訟
務関係事
業

　各課等が所管する条例の制定
及び改廃、重要な契約書等に係
る審査並びに訴訟及び訴訟とな
るおそれのある事件に対する指
導助言及び法律顧問相談に関す
る事務を通じ、適正適確な行政
運営に資することを目的として
います。

法務研修会の
参加人数

　職員の法的知識の向上
についての判断材料とし
て、法務研修会の参加人
数を指標とします。

20人 28人

　広く職員の法的知識の
関心を高めるとともに、
法務室職員が講師をする
ことにより法務室職員の
能力向上を図りました。

4

　例規等に係る審査につ
いては、適切な事務処理
ができましたが、今後も
例規等の所管課との連携
を密にし、一層正確かつ
迅速な審査に努めていき
ます。
　法律顧問相談、訴訟事
件等への対応について
は、本市の抱える課題等
について２人の法律顧問
と緊密な連絡調整を図り
ながら迅速な対応を行う
ことができました。

現状維持

　今後も、当該事業の適
正かつ迅速な処理に努め
ます。また、広く職員の
法的知識への関心を高め
るとともに、法務室職員
の法務能力の向上を図り
ます。

行政経営課
行財政改
革関係事
業

　成果主義や顧客満足度の向上
により、住民本位の行政サービ
スを簡素で効率的な行政運営に
より実現する、バランスのとれ
た行政経営の展開を目指しま
す。

創出による経
営の推進

　市民へ提供する成果・
価値の最大化を目指す
「創出による経営」を確
立するため、施策目的の
「明瞭化」、経営資源や
施策等の「複合化」によ
り新たな価値の実現を図
り、市民の思いや願いを
形にし続ける行政経営の
推進を図ります。

創出による経営の推
進

　行政経営計画の計画期
間１年目として、創出に
よる経営を支える146項
目の主な取組事項の着実
な推進・進行管理に取り
組みました。
　また、職員行動規範の
理念の一層の浸透・定着
に向け、同規範に基づく
行動の実践に繋がる組織
経営セミナー等の開催、
組織風土改革モデル部門
の取組等を進めました。

4

　平成２８年度は、行政
経営計画の初年度とし
て、計画に位置付けた主
な取組事項（１４６項
目）の目標達成に向け、
概ね順調に取組を進める
ことができました。ま
た、各課等における業務
実態や課題等を把握する
ため全課長級職員を対象
として実施したヒアリン
グに基づき、組織・職員
体制の見直しへの反映等
を図りました。
　また、職員行動規範の
理念のより一層の理念の
浸透・定着を図るため、
組織経営セミナー等を開
催するとともに、組織風
土改革モデル部門の取組
等を進め、平成２９年２
月には、当該取組の成果
や課題等の共有の場とし
て、取組事例報告会を開
催し、取組事例を全庁に
周知したことで、職員の
改善意識の向上が図れま
した。

拡充・充
実

　平成２８年度は、行政
経営計画に位置付ける１
４６項目の取組事項の目
標達成に向け、概ね順調
に取組を進めることがで
きたことから、平成２９
年度以降についても、計
画の着実な進捗管理を行
うとともに、当該計画に
位置付けた主な取組事項
の推進に当たっては、施
策の明瞭化と活用資源・
組織・推進施策の複合化
の徹底により価値の最大
化を図り、市民満足度の
向上につなげるよう取り
組みます。
　また、職員行動規範の
実践については、今後に
おいても、組織経営セミ
ナー、組織風土改革モデ
ル部門の取組等を進め、
当該規範の理念のさらな
る浸透・定着を図ること
で、全職員が当該規範の
理念に基づき着実に行動
し、即答・即応し実現す
る市役所の確立を図るよ
う継続的に取組を推進し
ます。
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人事課
遺族扶助
料支給事
業

　地方公務員等共済組合法の施
行（昭和３７年１２月１日）前
に在職期間１５年以上で退職し
た本市の吏員については退隠
料、死亡退職又は退隠料を受給
していた元職員が死亡した場合
のその遺族については遺族扶助
料の給付を行います。退隠料の
支給対象者は既に無く、遺族扶
助料受給対象者の受給資格確認
を行い、年４回年金として支給
しています。

遺族扶助料の
適正支給

　関係法令に基づき、遺
族扶助料を適正に支給す
ることを指標とします。

945千円 945千円
　法令に基づく適正な執
行管理が行えました。

4

　遺族扶助料に係る事務
は、適正に執行され、受
給者に遅滞なく支給され
ています。

現状維持
　関係法令に基づき、適
正な事務執行を継続しま
す。

人事課
職員研修
事業

　平成27年3月に策定した「津
市職員行動規範」を、引き続
き、職員一人一人が自分のもの
としてしっかり受け止め、着実
に実践していけるよう浸透を図
るとともに、多様化する市民の
期待や要望等に柔軟に対応し、
これまで以上に市民に寄り添う
気持ちをもって能動的に行動す
る職員の育成に取り組みます。

市民の皆様に
寄り添う気持
ちを育て、積
極的に行動す
る職員の育成

　平成２６年度策定の職
員行動規範に基づき、全
職員で共有する職員行動
規範を風化させずに維
持・継承できる研修体
系・研修内容とし、市民
の多様な期待や要望等に
柔軟に対応し、実現につ
なげる意識と能力を備え
た人材の育成を指標とし
ます。

　多様な分野や形態
の職員研修の実施を
通じ、多くの職員の
意識改革及び資質や
能力の向上を図りま
す。

　各研修において、新た
な試みを実施し、一定の
成果につなげることがで
きた

3

　多様化する市民ニーズ
に的確に対応し、より質
の高い行政サービスを提
供するために、公務の能
率性の推進、職員の能力
向上及び津市職員行動規
範を着実に実践できる職
員の育成に努めた。
　階層別研修、職務実践
研修などにおいて先輩職
員を講師として活用し、
職員としての役割意識の
醸成、課題の解決方法の
伝承や技術の伝承などに
注力した。派遣研修では
最新の専門知識を身につ
ける研修への参加促進に
注力し、先進地視察に関
しても積極的に支援を進
め、新しい取組みや柔軟
な発想を事業に取り入れ
る機会を創出した。

拡充・充
実

　「津市職員行動規範」
の着実な実践を推進する
とともに、自治体職員と
して必要な基礎知識の習
得や柔軟な発想を政策の
実現につなげられる能力
向上のための研修の実施
を継続するほか、最新・
最先端の知識や技術な
ど、今後の市政推進にお
いて必要とされる高度な
能力を身に付けるため、
専門機関への派遣研修も
引き続き注力し、効果的
で実効性ある研修の実施
及び人材育成取り組んで
いきます。

人事課
職員福利
厚生事業

　津市職員共済組合に対して職
員駐車場建設資金として貸付を
行い、年度末に職員駐車場使用
料をもって償還が行われていま
す。
　償還完了は、平成３７年度で
す。

年間償還額

　平成３７年度償還完了
に向け、償還額を設定し
ていることから、年間償
還額を指標とします。

500,000
円

55,000,
000円

　貸付金の償還完了は平
成３７年度の予定となっ
ていましたが、貸付金の
あり方を検討する中で、
津市職員共済組合と協議
を行い、平成２８年度に
未償還額の全額を償還
し、平成２９年度に新た
な貸付は行わないことと
しました。

4

　当初の計画では、平成
３７年度に償還が完了す
る予定でしたが、今後に
おける職員駐車場のあり
方も視野に、償還方法等
について、津市職員共済
組合及び関係部局と協議
を進め、償還完了年度を
繰上げ、平成２８年度に
償還を完了することがで
きました。

廃止

　償還が完了したため、
津市職員共済組合に対す
る職員駐車場建設資金の
貸付事業は終了します。
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人事課
人事管理
事業

　人事管理事業は、適正な人事
配置、職員の健康管理及び職員
の職務に対する意欲や士気の高
揚が図れるよう効果的な人事管
理制度を整備、充実させること
で、各所管における施策、事業
等を円滑かつ効率的に推進し、
より良い住民サービスの提供を
実現することを目的としていま
す。
　また、限られた職員数の中
で、多様化する行政ニーズに対
応していくため、施策の進捗状
況や計画に応じた適材適所の人
事配置を行うとともに、人材育
成を図ることで職員一人ひとり
の資質の向上を図ります。

確実な事務執
行の有無

　人事管理事業は、職員
が安心して、意欲を持っ
て、各施策、事業等を円
滑かつ効率的に推進する
ための環境づくりである
ため、本事業にかかわる
事務等の年度内の確実な
実施をもって指標としま
す。

　各事務の着実な実
施により事業推進に
支障をきたさない人
事管理を行います。

　当該年度の各事務につ
いて、関係する法令等に
則り確実に実施すること
ができました。
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　平成28年度における本
事業にかかわる事務等に
ついては、関係する法令
等に則り確実に実施する
ことができました。

現状維持

　平成29年度において
も、関係する法令等に則
り、確実に事務等を実施
するとともに、各取組項
目の着実な推進を図るた
め、本事業にかかわる事
務の進め方等を検討し、
より充実した事業の推進
を目指します。

調達契約課
契約事務
関係事業

　行政事務の執行上必要な物品
の購入等及び社会資本の整備に
つながる公共工事等に係る調達
について 「透明性の確保」、
「公正な競争の促進」、「適正
な品質の確保」、「不正行為の
排除」を行うとともに、市内業
者の育成に寄与し、適正かつ効
果的な行政事務の執行及び市民
生活の向上を図ることを目的と
している。併せて、他の課に対
する入札・契約事務に関する指
導・助言を行うことで、市全体
の契約事務の調整を図る。

「透明性」、
「公正
性」」、「適
正な品質」、
「不正行為の
排除」の確保
された契約事
務

　　「透明性の確保」、
「公正な競争の促進」、
「適正な品質の確保」、
「不正行為の排除」を行
うとともに、地域経済の
活性化及び地元業者育成
等の公共調達の二次的効
果にも配慮した入札・契
約制度の構築を指標とし
ます。

　物品、工事ともに
競争性の確保と地元
業者の受注機会の確
保のバランスを勘案
した発注基準等の検
討、見直しを行う。

　物品については、金額
と業種を限定した業務委
託の市内本店業者優先に
ついて、金額要件を改正
し、優先範囲を拡大し
た。工事については、地
域要件について建設業協
会から更なる聞き取りを
行うなど、研究、検討を
行ったため、目標は一部
達成できた。
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　工事については、より
適正な競争性と公平性の
確保のため最低制限価格
の端数処理桁の変更を行
うとともに、事業者の円
滑な資金調達を図るため
地域建設業経営強化融資
制度の利用期限を延長す
るなど、契約制度を改善
した。
　業務委託については、
平成２６年度に津市物品
購入等契約基準を改正
し、その後の入札等結果
を検証の上、更なる市内
本店業者の受注機会の確
保するため、対象範囲の
拡大の検討をするよう方
向づけた。
　また、例年、全庁的に
開催している契約事務説
明会において、契約事務
担当職員に適正な入札執
行等の契約事務について
指導を行った。

現状維持

　今後も物品、工事とも
により競争性と公平性の
確保とともに、地元業者
の受注機会の確保の両方
を勘案した発注基準等の
検討、見直しを継続す
る。

調達契約課
共通払出
事業

　一括購入することが経済的か
つ事務効率的に有効であると認
められる行政事務の執行上必要
な物品及び印刷物について、共
通払出物品として払出を行い経
済的、効率的、効果的な行政事
務の執行に寄与することを目的
とする。

経済的、効率
的、効果的な
共通払出物品
の調達

　より経済的、効率的、
効果的な共通払出物品の
調達を行うことにより行
政事務への寄与向上を指
標とします。

　実情に応じた、よ
り経済的、効率的、
効果的な共通払出物
品の調達のため、絶
えず見直しを行う。

達成 4

　各担当課において共通
して使用する消耗品や共
通封筒を、調達契約課に
おいて計画的に一括購入
することによって経済的
かつ効率的な発注が図れ
た。

現状維持

　共通物品等の調達結果
を踏まえて、今後も、経
済的、効率的、効果的に
調達することにより、市
全体の予算削減及び事務
効率の改善を目指す。
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情報企画課
情報化推
進事業

　技術革新の著しい情報化社会
に即した施策と地域の情報化を
推進します。
また、行政における情報化を進
め、業務の効率化や経費削減を
推進します。

タブレット型
端末を利用し
た講座の開催

　市民の情報リテラシー
向上のための講座を開催
する

7回 7回

行政情報をホーム
ページから、発信す
ることが多くなって
きており、情報の即
時性などの面から、
インターネットの利
用が少ない高齢者な
ども情報が取得でき
るように情報リテラ
シーの向上を図る。

　タブレット型端末を利
用した講座を全7回（津
地域6回、白山地域１
回）開催し、情報リテラ
シーの向上を図った。ア
ンケートの集計結果では
9割以上の方が「理解で
きた」とあることから、
次年度も継続して実施し
ていく。

3

　インターネットの利用
が少ない高齢者などが、
パソコンと比較して操作
が簡単なタブレット型端
末でインターネットから
情報が取得できるように
講座を実施し、高齢者の
情報リテラシーの向上に
努めた。アンケートの集
計結果では9割以上の方
が「理解できた」とある
ことから、次年度も継続
して実施していく。

現状維持

　インターネットの利用
が少ない高齢者などに、
タブレット型端末でイン
ターネットから手軽に
様々な情報が取得できる
ことを理解・実践してい
ただくために、講座を継
続して実施していく。

情報企画課
情報関連
整備運用
事業

　住民への充実した行政サービ
スの提供と行政事務効率の向上
を図るため、行政情報システム
や情報通信ネットワーク、事務
用パソコンの情報環境などを支
障なく利用できるよう整備しま
す。

行政情報シス
テムの障害発
生回数

　住民サービスに関わる
各種情報システムの障害
発生回数を指標としま
す。

0回 0回

　住民サービスに関わる
各種情報システムが障害
なく安定して利用できる
よう稼働した。
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　パソコン等情報機器及
び情報資産の保護、運用
管理並びにセキュリティ
対策を行い、基幹業務を
はじめとする各情報シス
テムと情報通信基盤の安
定かつ円滑な運用を図る
とともに、マイナンバー
制度への対応に必要な総
合住民情報系システムの
改修を行った。
　また社会保障・税番号
（マイナンバー）制度対
応に向けた準備及び基盤
情報ネットワークシステ
ムの強化対策を着実に進
めることができた。

現状維持

　基幹情報システムなど
が障害なく安定して利用
できるように努めるとと
もに、マイナンバー制度
へのシステム対応につい
ても、遅滞することがな
いように進めていく。

情報企画課
電子自治
体構築事
業

　住民がインターネットなど
ICTを利用して、電子的な行政
総合窓口からいつでもどこでも
多様な行政サービスが受けられ
るようにします。
　職員がICTを利用して、情報
共有や事務の迅速化、効率化が
行えるようにします。

公共施設利
用・案内予約
システムを使
用した予約数

　コンピュータやネット
ワークを活用して、市民
の方の利便性の向上を図
る電子自治体構築の一つ
の目安として、公共施設
利用案内・予約システム
を使用して施設の予約を
行った数を指標としま
す。

15,000
件

17,559
件

　平成27年度比22％増
の実績値である。スマー
トフォンやタブレット型
端末の普及により手軽に
インターネット予約が行
われていると考えられ
る。今後も利用者の利便
性に配慮した運用が必要
である。

3

  利用者の利便性確保の
ため、施設予約システム
等の安定かつ円滑な運用
を行った。今後も利用者
の利便性に配慮した運用
を行うとともに、施設予
約システムの利用が可能
となる公共施設の追加に
努める。

現状維持

　市民等の利便性をさら
に高めるため、施設予約
システムの利用が可能な
公共施設の追加に努めて
いく。
また、タブレット型端末
などＩＣＴ技術が急速に
変化していることから、
本市の業務に活用できる
ＩＣＴ技術に注視し、活
用していく。
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